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序章 事業の背景と目的 

 

１．事業の背景 

我が国においては、年間 2,550 万トンの食品廃棄物等が排出され、このうち本来食べら

れるにもかかわらず廃棄される「食品ロス」が 612 万トン発生していると推計されている

（平成 29年度推計）。 

食品ロスの問題は、環境負荷の低減のみならず、食料の持続可能な生産消費形態を確保

する観点から、国内外を問わず解決すべき重要課題となってきているところであり、2015

年に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」において、2030

年までに食料の廃棄を半減させる目標も設定された。 

このような動きも踏まえ、我が国においても、令和元年７月に公表された「食品循環資

源の再生利用等の促進に関する法律」（平成 12年法律第 116号。以下「食品リサイクル法」

という。）に基づく基本方針において、事業系食品ロス量を、2000年度比で、2030年度ま

でに半減する目標が設定されたところである。 

また、令和元年 5月に成立した「食品ロスの削減の推進に関する法律」（令和元年法律第

19 号）に基づく基本方針（令和 2 年 3 月 31 日閣議決定）において、上記の半減目標をあ

らためて位置付けたとともに、食品廃棄物等の発生量及び可食部率の捕捉並びにこれに基

づく食品ロス発生量推計を継続的に実施することが国の基本的施策として明記された。 

以上により、食品関連事業者から発生する食品廃棄物等の可食部・不可食部の量等を調

査し、本調査で得られた結果を活用することで、現状の事業系食品ロス量について把握す

ることとした。 

 

２．事業目的 

食品関連事業者が排出する食品廃棄物等における可食部と不可食部の量を把握し、全国

的な食品ロス（食品廃棄物等のうち可食部）の量を可能な限り正確に推計するために以下

の調査を実施する。 

（１）食品廃棄物等の可食部・不可食部の定義の検討 

（２）食品廃棄物等の可食部・不可食部の発生量等の調査 

（３）食品廃棄物等の可食部・不可食部の割合の推計、可食部・不可食部の発生状況の把

握・整理 
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第１章 食品廃棄物等の可食部・不可食部の定義の検討 

 

１．食品廃棄物等の可食部・不可食部の範囲の確認に係るヒアリング調査 

 食品廃棄物等の可食部・不可食部の定義の検討を行うために、学識経験者 2 名及び食品

関連事業者 9社へのヒアリングを実施した。 

 

２．食品廃棄物等の可食部・不可食部の量の把握等調査検討会開催結果 

平成 29年度の同事業で行った定義づけを基に、本章１．のヒアリング調査結果を参考に

して、食品廃棄物等の可食部・不可食部の考え方やアンケート調査票の調査項目について、

食品廃棄物等の可食部・不可食部の量の把握等調査検討会を開催し、検討を行った。 

 

（１）議事次第 

 議事次第は、次のとおりである。 

令和２年度 食品産業リサイクル状況等調査委託事業（食品関連事業者における食品廃棄

物等の可食部・不可食部の量の把握等調査）」検討会 

 

令和２年１１月１３日（金） 

１４：００～１７：００ 

             TKP虎ノ門駅前カンファレンスセンター ホール３Ａ 

 

－ 議 事 次 第 － 

 

１．開会 

２．資料確認 

３．農林水産省挨拶 

４．委員紹介 

５．委員長選出 

６．委員長挨拶 

７．議事 

（１）食品廃棄物等のうち可食部・不可食部の考え方について 

（２）食品廃棄物の可食部・不可食部の内訳に関するアンケート調査票について 

（３）その他 

８．閉会 

 

（２）参加者 

検討会参加者は、次のとおりである。 

＜業界団体＞ 

一般財団法人食品産業センター、一般社団法人全国スーパーマーケット協会、一般社団法

人日本フランチャイズチェーン協会、全日本パン協同組合連合会、全日本菓子協会、全国

製麺協同組合連合会、一般社団法人日本加工食品卸協会 
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＜有識者 3名＞ 

 

＜農林水産省＞ 

食料産業局バイオマス循環資源課 

 

＜事務局＞ 

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 

 

（３）検討会で出された主な意見 

 食品廃棄物等の可食部・不可食部の考え方やアンケート調査票等を事務局側から提示し、

その内容について委員からの意見を求めた。検討会で出された主な意見は、次のとおりで

ある。 

 

①食品廃棄物等のうち可食部・不可食部の考え方について 

（ア）食用にできるものの判断基準について 

・「一般的に食用とされるものは可食部とする」という基準の「一般的に食用とされるもの」

については、明確な定義・基準は出していない。具体的な例示で対応したい。 

・ “廃棄時点で食べられるものは可食部とする。”とは、“廃棄時点で食べられるもののみ

ならず、〇〇は可食部とする。”との考え方で記載している。原材料の段階で食べられる

状態のものがその後の扱いで食べられなくなったものは可食部とみなすという考え方で

ある。 

・「廃棄時点で食べられるものは可食部とする」という判断基準については、「加工しなけ

れば食べられない段階・・・」、「加工して製品となる前の段階・・・」と分けて検討し

たい。「食べられるものかどうか判断の難しい食品」についての判断基準を取り分けて扱

うことで混乱するのであれば、削除することも検討する。 

・「廃棄時点で食べられるものは可食部とする」という判断基準は削除でよいのではないか。

添加物、香料は事例で挙げればよい。 

・（上記意見について）添加物が量的に少なければ、例示で挙げなくてもよい。 

・異物混入、需給バランスでの余剰中間品は可食部との考え方。製造ライン（製造から販

売までのプロセス）に投入したもので、廃棄に回るものはすべて可食部という位置づけ

でよい。入口の原材料の廃棄分、工場での操作に起因する廃棄物、落下物、ネズミ害等

すべて可食部でよい。 

・「食品に使用するものであっても、それ単体では食料品として販売されないものは不可食

部とする。」という判断基準は、製造ラインにのったものであるので、可食部となるので

はないか。 

 

（イ）「製造ライン（製造から販売までのプロセス）に投入した」か否かの判断について 

・魚は頭を除去するプロセスが廃棄物になり、可食部か不可食部かの議論の対象となる。

産地から仕入れた原材料が製造ラインのスタートラインである。 

・獲った魚、牛から製造ラインがスタートになると考えると、その量まで把握はできない。 
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・肉は屠殺の事業者がいるので、肉の塊からが製造ラインのスタートでよいのではないか。

農産物、水産物は、食品ロスに含まれていない。 

・産地廃棄は今回の議論には含まれない。あくまでも食品リサイクル法の枠組み内での議

論である。産地廃棄は、対象範囲から除外してよい。 

 

（ウ）その他の意見 

・可食部の歩留まりを高めることで、金銭的損失が軽減され、経営改善につながる、国全

体の食料自給率の向上につながるというメリットを認識してもらいたい。食品ロス量が

削減される、廃棄物処理費用が低減されるという話だけではない。 

・おからについて、豆腐の団体は１％しか食用にならないと言っている。豆乳製造時にも

おからが出るが、腐敗しやすく、食べられていない。 

・当社の場合、レトルト食品の玉ねぎの皮、コーヒーの搾りかすだけが不可食部。配管ロ

スは数百万トン発生するが、チョコレートの生地を統一するなどして、食品ロスを減ら

している。工場系のロスは 2～3％までに減らしている。食べられる、食べられない、の

軸でしっかりと線引きしてほしい。 

・需要があるなしではなく、人間が食べられる、食べられない、の軸で判断したい。産業

廃棄物になるからという理由で不可食部になってしまうのはおかしい。人間が食べられ

るのに飼料化に回されているものも食品ロスにすべきである。 

・異物混入に関しては、本日の議論の方向性に賛同する。卸売業界では事業系一般廃棄物

に相当するものなのに、事業系一般廃棄物として排出できず、そのまま引き取ってもら

う場合は産業廃棄物の汚泥で処理費用を払っているケースが多い。業界の食品ロスは原

単位的には減少傾向にあるが、返品、売れ残り等はまだあるので、引き続き食品ロス削

減に取組みたい。 

・製造ラインに一旦のったものは可食部という考え方には賛同する。PB で注文を受けて、

製造し、売れ残った場合に、発注側から当社で廃棄物処理するよう要請を受けるのには

閉口する。フードパントリー等、引き取ってもらえる仕組みができて助かる。 

・可食部、不可食部の方向性には賛同する。欠品が普通という習慣を普及させたい。実際

は、欠品があったお店に顧客の９割９分は来店しなくなるのが問題。発注ロスを減らす

ための設備投資には何十億円もかかるため、そのような投資は難しい。本音としては、

販売するか、販売しないかといった基準も入れてもらえるとよい。 

・食品ロス削減の観点からは、物質的なもったいないだけでなく、労働的な観点からも無

駄なものを作ることはやめるべきであり、添加物も可食部でよいのではないか。 

 

 

②食品廃棄物の可食部・不可食部の内訳に関するアンケート調査票について 

・アンケート調査票で、可食部か不可食部か判断に迷った場合に、その迷った食品につい

て記入する欄を設けたほうがよい。 

・事業系食品ロス量の公表の際に、家庭系食品ロスとの定義の違いを明示したほうがよい

のではないか。 

・製造工程の内訳で、調理、加工・調理という言葉が使われているが、「別紙 食品廃棄物
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等のうち可食部・不可食部の考え方について」（案）では“製造・加工・調理”という表

現が使われている。“製造・加工・調理”というまとまった表現がよいのでは。 

 

 

３．食品廃棄物等の可食部・不可食部の具体的な定義付け 

 本章２．の検討会で出された意見を踏まえ、食品廃棄物等の可食部・不可食部の具体的

な定義付けを行った。 

 平成 29年度調査時に作成した「別紙 食品廃棄物等の可食部・不可食部の考え方につい

て」の変更点は、次の下線部分。 

 

「別紙 食品廃棄物等の可食部・不可食部の考え方について」の変更点 

２．可食部・不可食部の具体的な例示 

（１）工程別の区分 

・製造工程の可食部の例に「生地」を追加。 

・製造工程の不可食部の例に「魚介類の殻」、「米ぬか」を追加 

・小売店舗、飲食店舗での不可食部の例に「魚介類の殻」を追加。 

・飲食店舗の可食部の例に記載のある「お客様の食べ残し」に「（刺身のつま含む）」の記

載を追加。 

 

（２）その他の共通事項 

①食用にできるものの判断基準 

ア 食品の製造プロセスを開始する前に廃棄される原材料については、 

（ア）仕入れたままの状態で廃棄する場合は、その全量を可食部としてカウントします。

ただし、実測や日本食品標準成分表の廃棄率等により不可食部の量を推計できる場合は、

不可食部を除いた量を可食部としてカウントします。 

（イ）骨や皮など食用に適さない部分のみを廃棄する場合は、その廃棄する全量を不可食

部としてカウントします。 

（ウ）骨や皮など食用に適さない部分を取り除いた上で、残った部分を廃棄する場合は、

その廃棄する全量を可食部としてカウントします。 

 

イ 製造から販売までのプロセスで廃棄される食品は可食部とします。その際、加工して

食べられる状態とする前の段階で廃棄する場合も可食部とします。また、廃棄時点で食べ

られる場合のみならず、もともと食べられる状態にあったものが、消費・賞味期限切れを

含めて何らかの理由で食用に適さなくなった場合も可食部とします。なお、サンプル品（店

頭での提供を前提としないものも含む）も可食部とします。 

例：原材料として仕入れた魚を、調理せずそのまま廃棄した場合は、全量が「可食部」と

なります。ただし、実測や日本食品標準成分表の廃棄率等により不可食部の量を推計

できる場合は、不可食部を除いた量を可食部としてカウントします。 

例：原材料として仕入れた内蔵肉（鶏のレバー等）は、食品にする前提で仕入れているた

め、一般的に食用とされるものとして扱い、「可食部」となります。 

例：パンやパスタの生地などは、製造途中の状態での廃棄であっても、加工して食べる状

態となることを前提に作られたものであるため、「可食部」となります。 

例：異物混入や腐敗を理由に廃棄するものは、もともと食べられる状態にあったものが、

後から食用に適さなくなったものであるため、「可食部」となります。 

  

②原材料の加工、又は調理の過程において副次的に得られた物品が「食品廃棄物等」とな

った場合、 
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○食用にできるものは「可食部」 

 例：食パンの耳やおからは、加工、又は調理の過程において副次的に得られますが、一

般に食べられているので「可食部」となります。 

○食用にできないものは「不可食部」 

例：米ぬかは、加工（精米）の過程において副次的に得られ、その一部は米油等の製造

に使用されますが、一般に食べられていないので「不可食部」となります。 

としてカウントします。 

 

③製品、商品のうち、納品期限・販売期限切れの在庫、返品、サンプル品等により、最終

的に廃棄されたものは、中身の全量を可食部としてカウントします（容器包装は「食品

廃棄物等」に含まれないため、容器包装の重量は含みません）。製品の中に食用にならな

い部分（肉・魚の骨等）が含まれていても、容器包装の重量を除く全量を可食部として

カウントします。ただし、実測や日本食品標準成分表の廃棄率等により不可食部の量を

推計できる場合は、不可食部を除いた量を可食部としてカウントします。 

 

④お客様に提供する予定で準備していたが、廃棄されることになった商品・調理品は、全

量を可食部としてカウントします（容器包装の重量は含みません）。調理品の中に食用に

適さない部分があっても、容器の重量を除いた全量を可食部としてカウントします。た

だし、実測や日本食品標準成分表の廃棄率等により不可食部の量を推計できる場合は、

不可食部を除いた量を可食部としてカウントします。 

 

⑤上記のとおり、作り置き品や食べ残しのように食べられるものと食べられないもの（果

実の皮、魚・肉の骨等）が混ざったものや、原材料廃棄のように食べられる部分と食べ

られない部分が一体になっているもの（まるごとのキャベツ、骨付き肉、皮つきのみか

ん等）が食品廃棄物等になった場合、基本的には全量を可食部としてカウントします。

ただし、実測や日本食品標準成分表の廃棄率等により不可食部の量を推計できる場合は、

不可食部を除いた量を可食部としてカウントします。 

 

４．継続的な検討を要する意見について 

検討会後、今後も継続して検討が必要な意見として、次のような意見が出された。こ 

うした意見を踏まえ、次回の調査時の定義づけを検討していく必要がある。 

 

・フランスでは、産地廃棄分を食品ロスに含めており、我が国における食品ロスの定義、

範囲を検討する際に、中長期的には産地廃棄分を含めることの是非について検討すべき。 

・SDGs12.3 の趣旨からすると、農地から排出される農産物（規格外品、生産調整品）も事

業系食品ロス量に含めるほうがよいかもしれないとの意見が出されている。現在は、食

品リサイクル法に定める食品廃棄物等を念頭に、食品ロスが定義されているが、将来的

には、国際的な動向との整合性も勘案しつつ、食品ロスの定義、範囲を検討する必要が

あるのではないかと考えられる。 

・家庭系食品ロスと事業系食品ロスを合算し、我が国の食品ロス量として算出するのであ

れば、家庭系食品ロスの定義と事業系食品ロスの定義の整合性を図ることが望ましい。

例えば、家庭系食品ロスでは、除去した脂肪等は過剰除去ということで可食部扱いとさ

れており、廃食用油も「使い切るべし」ということで可食部扱いとなっている。事業系

食品ロスでは、いずれも不可食部扱いとしていることから、将来的に、このような差異

を解消する方向で、事業系食品ロスの定義、範囲の検討を行う必要もあると考えられる。 



7 

 

第２章 食品廃棄物等の可食部・不可食部の発生量等の調査 

我が国の食品関連事業者全体から発生する食品ロス（食品廃棄物等のうち可食部）の量

を推計するため、食品リサイクル法に基づく定期報告の平成 30 年度実績を提出した事業者

に対しアンケート調査を実施し、その結果を用いて食品産業全体から発生する食品ロスの

拡大推計および分析を行った。 

拡大推計の結果、平成30 年度に食品関連産業全体から発生した食品ロスは3,241 千t で、

食品廃棄物等の 18.4%を占めると推計された。 

以下、これらについて述べる。 

 

１．アンケート調査 

  ここでは、アンケート調査の実施方法と回収状況について述べる。 

 

1.1.調査方法 

（１）調査対象 

 食品リサイクル法に基づく定期報告の平成 30 年度実績を提出した食品関連事業者 4,489

事業者（3,194社） 

 

（２）調査内容 

問 1 ①食品廃棄物等の発生量 

②可食部・不可食部の発生量 

③可食部の発生量の内訳 

④可食部・不可食部の判断が難しかった食品や廃棄の状態 

⑤食品廃棄物等の可食部の削減に有効と考えられる取組 

⑥食品廃棄物等の可食部の削減が困難なもの 

⑦可食部の計量・把握・推計方法 

問 2 「別紙 食品廃棄物等のうち可食部・不可食部の考え方について」に対する意見 

問 3 食品ロス発生量への新型コロナウィルス感染症の影響 

 調査票一式を資料編に掲載。 

 

（３）調査方法 

 調査票を郵送し、回答は回答用紙の郵送または、デジタル回答票の電子メールによる送

付 

 

（４）調査日程 

 令和 2年 12月 21日（月）～令和 3年１月 29日（金） 
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1.2.回答状況 

 75業種別の回答件数および回収率を表 2-1に示す。 

 

表 2-1 業種別のアンケート回収状況 

 

アンケート 定期報告提 アンケート
回答件数 出事業者数 回収率

1 食品製造業 1 畜産食料品製造業 1 部分肉・冷凍肉製造業 57 106 54%
1 食品製造業 1 畜産食料品製造業 2 肉加工品製造業 39 74 53%
1 食品製造業 1 畜産食料品製造業 3 牛乳・乳製品製造業 57 87 66%
1 食品製造業 1 畜産食料品製造業 4 その他の畜産食料品製造業 57 108 53%
1 食品製造業 2 水産食料品製造業 5 水産缶詰・瓶詰製造業 14 25 56%
1 食品製造業 2 水産食料品製造業 6 海藻加工業 4 8 50%
1 食品製造業 2 水産食料品製造業 7 塩干・塩蔵品製造業 12 30 40%
1 食品製造業 2 水産食料品製造業 8 水産練製品製造業 17 28 61%
1 食品製造業 2 水産食料品製造業 9 冷凍水産物製造業 24 49 49%
1 食品製造業 2 水産食料品製造業 10 冷凍水産食品製造業 42 75 56%
1 食品製造業 2 水産食料品製造業 11 その他の水産食料品製造業 68 141 48%
1 食品製造業 3 野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業 12 野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業(野菜漬物を除く。) 39 81 48%
1 食品製造業 3 野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業 13 野菜漬物製造業 32 60 53%
1 食品製造業 4 調味料製造業 14 しょうゆ製造業 39 52 75%
1 食品製造業 4 調味料製造業 15 味そ製造業 17 25 68%
1 食品製造業 4 調味料製造業 16 ソース製造業 12 24 50%
1 食品製造業 4 調味料製造業 17 食酢製造業 6 10 60%
1 食品製造業 4 調味料製造業 18 その他の調味料製造業 59 87 68%
1 食品製造業 5 糖類製造業 19 甘しゃ糖製造業 6 15 40%
1 食品製造業 5 糖類製造業 20 てん菜糖製造業 2 3 67%
1 食品製造業 5 糖類製造業 21 砂糖精製業 8 8 100%
1 食品製造業 5 糖類製造業 22 ぶどう糖、水あめ、異性化糖製造業 9 11 82%
1 食品製造業 6 精穀・製粉業 23 精米・精麦業 72 115 63%
1 食品製造業 6 精穀・製粉業 24 小麦粉製造業 31 44 70%
1 食品製造業 6 精穀・製粉業 25 その他の精穀・製粉業 14 18 78%
1 食品製造業 7 パン・菓子製造業 26 パン製造業 34 71 48%
1 食品製造業 7 パン・菓子製造業 27 菓子製造業 93 195 48%

1 食品製造業 8 動植物油脂製造業 28 動植物油脂製造業(食用油脂加工業を除く。) 26 48 54%

1 食品製造業 8 動植物油脂製造業 29 食用油脂加工業 15 24 63%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 30 でん粉製造業 22 32 69%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 31 めん類製造業 47 93 51%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 32 豆腐・油揚製造業 50 124 40%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 33 あん類製造業 1 5 20%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 34 冷凍調理食品製造業 50 88 57%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 35 そう菜製造業 58 138 42%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 36 すし・弁当・調理パン製造業 37 98 38%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 37 レトルト食品製造業 28 41 68%
1 食品製造業 9 その他の食料品製造業 38 他に分類されない食料品製造業 163 303 54%
1 食品製造業 10 清涼飲料製造業 39 清涼飲料製造業(茶、ｺｰﾋｰ、果汁など残さが出る ものに限る 。) 53 114 46%

1 食品製造業 10 清涼飲料製造業 40 清涼飲料製造業(その他) 29 54 54%

1 食品製造業 11 酒類製造業 41 果実酒製造業 9 15 60%
1 食品製造業 11 酒類製造業 42 ビール類製造業 10 18 56%
1 食品製造業 11 酒類製造業 43 清酒製造業 23 33 70%
1 食品製造業 11 酒類製造業 44 単式蒸留焼酎製造業 123 172 72%
1 食品製造業 11 酒類製造業 45 蒸留酒・混成酒製造業（単式蒸留焼酎を除く。） 27 36 75%
1 食品製造業 12 茶・コーヒー製造業 46 製茶業 4 7 57%
1 食品製造業 12 茶・コーヒー製造業 47 コーヒー製造業 2 12 17%
2 食品卸売業 13 農畜産物・水産卸売業 48 米麦卸売業・雑穀卸売業 7 17 41%
2 食品卸売業 13 農畜産物・水産卸売業 49 野菜卸売業・果実卸売業 23 44 52%
2 食品卸売業 13 農畜産物・水産卸売業 50 生鮮魚介卸売業 11 21 52%
2 食品卸売業 13 農畜産物・水産卸売業 51 食肉卸売業 19 36 53%
2 食品卸売業 13 農畜産物・水産卸売業 52 その他の農畜産物・水産物卸売業 2 11 18%

2 食品卸売業 14 食料・燃料卸売業 53 食料・飲料卸売業(飲料を中心とするものに限る。) 11 22 50%

2 食品卸売業 14 食料・燃料卸売業 54 食料・飲料卸売業(飲料を中心とするものを除く。) 32 60 53%

3 食品小売業 15 各種食料品小売業 55 各種食料品小売業 158 408 39%
3 食品小売業 16 野菜・果実小売業 56 野菜・果実小売業 0 2 0%

3 食品小売業 17 食肉小売業 57 食肉小売業(卵、鳥肉を除く。) 8 11 73%

3 食品小売業 17 食肉小売業 58 卵、鳥肉小売業 0 1 0%
3 食品小売業 18 鮮魚小売業 59 鮮魚小売業 5 14 36%
3 食品小売業 19 酒小売業 60 酒小売業 2 4 50%
3 食品小売業 20 菓子・パン小売業 61 菓子・パン小売業 17 34 50%
3 食品小売業 21 その他の飲食料品小売業 62 コンビニエンスストア 8 26 31%

3 食品小売業 21 その他の飲食料品小売業 63 その他の飲食料品小売業(コンビニエンスストアを除く。) 15 42 36%

4 外食産業 22 飲食店 64 食堂・レストラン（麺類を中心とするものを除き、すし店を含む。） 88 264 33%
4 外食産業 22 飲食店 65 食堂・レストラン（麺類を中心とするものに限り、そば・うどん店を含む。） 26 78 33%
4 外食産業 22 飲食店 66 居酒屋等 17 64 27%
4 外食産業 22 飲食店 67 喫茶店 15 32 47%
4 外食産業 22 飲食店 68 ファーストフード店 17 34 50%
4 外食産業 22 飲食店 69 その他の飲食店（ファースフード店を除く。） 10 24 42%
4 外食産業 23 持ち帰り・配達飲食サービス業 70 持ち帰り・配達飲食サービス業（給食事業を除く。） 13 34 38%
4 外食産業 23 持ち帰り・配達飲食サービス業 71 給食事業 22 44 50%
4 外食産業 24 沿海旅客海運業 72 沿海旅客海運業 0 0 n.a.
4 外食産業 25 内陸水運業 73 内陸水運業 0 0 n.a.
4 外食産業 26 結婚式場業 74 結婚式場業 11 39 28%
4 外食産業 27 旅館業 75 旅館業 44 118 37%

2,222 4,489 49%総計

業種区分
４業種 27業種 75業種
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２．食品ロス発生量の推計 

 アンケート調査の結果を利用し食品関連産業全体から発生する食品ロスの発生量を以下

のとおり推計した。 

 

（１）推計方法 

推計は、まず、アンケート調査結果を使用し、定期報告を行った事業者の発生量を推計

した（定期報告提出事業者の発生量推計）。次に、この結果から食品関連事業者全体の発生

量を拡大推計した。 

具体的な方法は、以下のとおりである。 

 

①定期報告提出事業者の発生量推計 

アンケート調査から得られた各事業者の可食部と不可食部の発生量を 75 業種区分ごと

に集計し、可食部と不可食部の比率を算出する。 

ここで得られた比率を当該業種の定期報告における食品廃棄物等の発生量に乗じて定期 

報告を行った事業者（食品廃棄物等の発生量が年間 100t 以上の事業者）全体の可食部（食

品ロス）と不可食部の発生量を推計した。 

 

②食品関連事業者全体の発生量推計 

定期報告を行っていない事業者（食品廃棄物等の発生量が年間 100t 未満の事業者）を含

む食品関連事業者全体の食品廃棄物等の発生量が平成 30 年度は 4 業種区分で公表されて

いる。そこで、上記（１）で推計した 75 業種区分ごとの可食部と不可食部の発生量を４業

種区分で積算し、可食部と不可食部の比率を算出する。 

ここで得られた比率を当該業種全体の食品廃棄物等の発生量に乗じて食品関連事業者全

体の可食部（食品ロス）と不可食部の発生量を推計した。 

 

（２）推計結果 

 （１）の方法に従って推計した結果を以下に示す。 

 

①定期報告事業者の発生量 

アンケート調査にもとづく推計の結果、定期報告提出事業者全体では、食品廃棄物等の

発生量に対して可食部が 13.9%（約 208.1 万 t）、不可食部が 86.1%（約 1,289.6万 t）とな

った。 

4業種区分と 75 業種区分の結果をそれぞれ表 2-2 と表 2-3 に示す。 

可食部の発生割合は、食品製造業が 9.0%と最も低く、食品卸売業、食品小売業、外食産 

業は 50％以上となっている。 
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表 2-2 定期報告提出事業者における可食部・不可食部の内訳（推計） 

 

可食部 不可食部 可食部 不可食部
食品製造業 1,204 12,153 9.0% 91.0%
食品卸売業 68 53 56.4% 43.6%
食品小売業 490 419 53.9% 46.1%
外食産業 320 272 54.0% 46.0%

全体 2,081 12,896 13.9% 86.1%

発生量（千ｔ） 発生割合（％）
４業種区分
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表2-3 可食部・不可食部の推計値（定期報告） 

 
   ※１：野菜・果実小売業の可食部・不可食部の割合には、各種食料品小売業の数値を使用。 

   ※２：卵、鶏肉小売業の可食部・不可食部の割合には、食肉小売業（卵、鶏肉を除く。）の数値を使用。 
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②食品産業全体の拡大推計 

平成 30 年度における食品産業（食品関連事業者）全体の可食部・不可食部の発生量の推

計結果を表 2-4と表 2-5 に示す。 

平成 30 年度の食品産業全体における食品廃棄物等の発生量約 1,765 万 t のうち、可食

部が 18.4%（約 324 万 t）、不可食部 81.6%（約 1,441 万 t）と推計された。 

 

表 2-4 可食部・不可食部の推計値（食品産業全体（平成 30年度）） 

 

 

表 2-5 食品産業全体での可食部・不可食部の内訳（推計） 

 

 

  



13 

 

３．アンケート結果の分析 

（１）可食部の計測・把握・推計方法 

アンケート調査時に、可食部の計測・把握・推計方法の選択肢とその具体的な方法の例

示を表 2-6のとおり整理し、回答してもらった。 

 

表 2-6 可食部の計測・把握・推計方法と具体的な方法の例示 

  計測・把握・推計方法 具体的な方法の例示 

a 

【計量器】 

計量器を設置し、排出場所・廃棄物の分類別に計

量（全て実測） 

・ 排出場所により可食部／不可食部が分けられる

ので、●●からの発生分が可食部となる等 

b 

【拡大推計】 

一部の事業所、一定期間等で実測した値を原単位

として、年間発生量を算出 

・全●店舗のうち●店舗で 1 ヶ月間測定して売上

あたりの可食部の発生原単位を算出し、売上高

をかける等 

ｃ 

【歩留まり】 

原料の製品化歩留り等と、原料使用量や製品生産

量、売上高等から算出 

・原料使用量に日本食品標準成分表の廃棄率をか

ける 

・コーヒー1 杯を淹れる際に発生するコーヒーか

すの重量と、コーヒーの販売数量をかける等 

ｄ 

【実績伝票】 

売上伝票・廃棄伝票等から把握した取扱数量に製

品重量を乗じて発生量を算出 

・容器を除く製品重量（200g/個等）と、廃棄数量

とをかける等 

e 

【外部報告】 

販売先や処理委託業者等から報告される委託量の

明細や処理料金の請求書等によって把握 

・可食部と不可食部の処理委託先が異なるので、

可食部の処理委託実績から把握する等 

f 

【割合設定】 

現状の排出状況から「可食部：不可食部」の割合等

を設定し、平成 30 年度の食品廃棄物等の発生量

に、推測した可食部の割合をかけて推計 

・経験上、●割程度が可食部と推計されるため食

品廃棄物等の発生量に割合をかけた等 

ｇ 

【その他】 

その他 

・可燃ごみの組成を分析し、可燃ごみに含まれる

可食部・不可食部の割合を算出し、可燃ごみの

全体量に割合をかける等 

 

食品製造業では、計量器による実測が 30.3％と最も多く、次いで、外部報告の 19.7％、

割合設定の 11.9％であり、これらで全体の約６割を占めている。 

食品卸売業では、外部報告が 29.6％と最も多く、次いで、計量器による実測が 22.4％、

これらで全体の約 5割を占めている。 

食品小売業では、割合設定による推計が 27.2％と最も多く、次いで、計量器による実測、

外部報告、拡大推計が 16.3％であり、これらで全体の約 7.5割を占めている。 

外食産業では、割合設定による推計が 38.0％と最も多く、次いで、計量器による実測が

18.4％、拡大推計が 15.7％であり、これらで全体の約 7割を占めている。 

これら 4 業種の回答割合の比較から、食品製造業は、他の業種に比べて、計測器による

実測、歩留まりへの回答割合が高くなっている。食品卸売業は、他の業種と比べて、外部

報告への回答割合が高くなっている。食品小売業、外食産業は、他の業種と比べて、割合

設定による推計、拡大推計への回答割合が高くなっている。 
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表 2-7 可食部の計測・把握・推計方法（4業種区分）（複数回答あり） 

  
食品産業計 食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業 

2,137 100.0% 1,582 100.0% 98 100.0% 202 100.0% 255 100.0% 

a 計量器 582 27.2% 480 30.3% 22 22.4% 33 16.3% 47 18.4% 

b 拡大推計 123 5.8% 48 3.0% 2 2.0% 33 16.3% 40 15.7% 

c 歩留まり 154 7.2% 143 9.0% 1 1.0% 2 1.0% 8 3.1% 

d 実績伝票 123 5.8% 91 5.8% 9 9.2% 13 6.4% 10 3.9% 

e 外部報告 396 18.5% 311 19.7% 29 29.6% 33 16.3% 23 9.0% 

f 割合設定 350 16.4% 189 11.9% 9 9.2% 55 27.2% 97 38.0% 

g その他 65 3.0% 36 2.3% 3 3.1% 13 6.4% 13 5.1% 

h 無回答 388 18.2% 317 20.0% 24 24.5% 25 12.4% 22 8.6% 

（注）回収票 2,222のうち、食品廃棄物発生量等 0ｔとの回答 85件は回答対象外で、2,137を対象。 

 

（２）可食部の内訳（発生要因） 

 平成 29年度の「可食部の発生要因」の調査結果及び第 1章の２.で行った検討会の結果を

参考とし、製造から小売までの流通の工程別に可食部の内訳を整理し、内訳別の可食部量

について調査・集計を行った。集計結果を表 2-8、表 2-9に示す。 

可食部の内訳を業種別にみると、食品製造業では、「製造工程」における「製造・加工・

調理でのロス」で 48.4％と特に多く可食部が発生しており、これに次いで多い「発酵残渣・

抽出残渣等のうち食用にできるもの」の 17.8％と合わせて、60％以上を占めている。 

食品卸売業では、「輸配送・卸売工程」における「納品期限の切れた商品」の 39.8％、「返

品・不良品」の 32.7％に回答が集中しており、合わせて 7割以上となっている。 

食品小売業では、「小売店舗」における「販売期限切れの商品」が突出して多く、この要

因のみで 82.4％となっている。 

外食産業においても、「飲食店舗」での「お客様の食べ残し」が 82.4％となっており、外

食産業における可食部の多くがこの要因により発生していることがわかる。 
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表 2-8 可食部の内訳（４業種区分） 

  食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業 

原材料 11.0% 10.6% 0.7% 2.3% 

製造工程 84.1% 1.1% 0.4% 1.1% 

  設備操作に係るロス 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 

  設備関連ロス 2.2% 0.0% 0.0% 0.0% 

  試作品・サンプル品 2.5% 0.0% 0.0% 0.8% 

  製造・加工・調理でのロス 48.4% 1.1% 0.3% 0.4% 

  
発酵残渣・抽出残渣等のうち

食用にできるもの 
17.8% 0.0% 0.0% 0.0% 

  その他 11.9% 0.0% 0.0% 0.0% 

輸配送・卸売工程 4,4% 86.5% 0.1% 0.5% 

  返品・不良品 1.2% 32.7% 0.05% 0.0% 

  事故品 0.8% 0.6% 0.0% 0.0% 

  納品期限の切れた商品 2.2% 39.8% 0.0% 0.5% 

  その他 0.2% 13.4% 0.05% 0.0% 

小売店舗 0.4% 1.5% 98.9% 6.3% 

  売れ残り商品 0.1% 0.0% 12.1% 5.6% 

  販売期限切れの商品 0.2% 0.0% 82.4% 0.4% 

  事故品 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 

  調理でのロス 0.0% 0.0% 2.7% 0.1% 

  
調理に使用するものであっ

て、食用にできるもの 
0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 

  その他 0.1% 1.5% 1.1% 0.2% 

飲食店舗 0.1% 0.2% 0.1% 90.6% 

  仕入れた材料の使い残し 0.02% - 0.0% 1.1% 

  試作品・サンプル品 0.02% - 0.0% 0.2% 

  
作り置き品・誤発注で廃棄さ

れたもの 
0.0% - 0.1% 3.1% 

  お客様の食べ残し 0.01% - 0.0% 82.4% 

  調理でのロス 0.06% - 0.0% 2.1% 

  
調理に使用するものであっ

て、食用にできるもの 
0.0% - 0.0% 0.3% 

  その他 0.0% - 0.0% 1.4% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
（注）複数業種をもつ事業者は、主たる業種で整理。 

 

表 2-9 可食部の内訳の「その他」の具体的記述内容 

 その他の具体的記述 

製造工程 ※製品を販売できなくなったことに伴い発生する食品ロス 

・最低ロット未達（牛乳・乳製品製造業） 

・端数品（１箱にならないもの）ロス（野菜缶詰・果実缶詰・農産保存

食料品製造業（野菜漬物を除く。）） 

・端数となり納品期限切れ（ソース製造業） 

・自主販売基準逸脱（冷凍水産食品製造業、その他の水産食料品製造業） 
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・製品重量不良、社内保持期限切れ（めん類製造業） 

・規格外品（部分肉・冷凍肉製造業、その他の水産食料品製造業、その

他の調味料、菓子製造業、冷凍調理食品製造業） 

・製品規格ＮＧ（豆腐・油揚清掃業） 

・衛生検査不合格品（冷凍調理食品製造業） 

・商品改定（すし・弁当・調理パン製造業） 

・賞味期限切れロス、期間限定品終売によるロス（牛乳・乳製品製造業、

清涼飲料製造業（その他）） 

・在庫品の廃棄（他に分類されない食料品製造業） 

 

※仕掛品・半製品 

・製造工程での仕掛品残渣（牛乳・乳製品製造業） 

・半製品使用期限切れ（野菜漬物製造業） 

・開発品の不良品（ぶどう糖、水あめ、異性化糖製造業） 

 

※原材料端材、製品端材 

・原料・製品端材（部分肉・冷凍肉製造業） 

・食パンの耳（パン製造業） 

・原材料端材（その他の水産食料品製造業） 

 

※原材料に起因する食品ロス 

・原料不良（塩干・海藻品製造業、食用油脂製造業） 

・原料の腐敗（野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業（野菜漬物

を除く。）） 

・原料の賞味期限切れ・使用期限切れ（牛乳・乳製品製造業、ソース製

造業、菓子製造業、レトルト食品製造業、他に分類されない食料品製

造業） 

 

※検査品 

・検査類（豆腐・油揚製造業） 

・品質検査用（その他の水産食料品製造業、他に分類できない食料品製

造業） 

・工程内検査品（コーヒー製造業） 

 

※その他 

・計量ミス（牛乳・乳製品製造業） 

・配合ミス、新工場立ち上げ時のテスト生産等（菓子製造業） 

・予測違い（すし・弁当・調理パン製造業） 

・西日本豪雨による交通網遮断や、北海道胆振地震による停電の影響（牛

乳・乳製品製造業、水産練製品製造業、他に分類できない食料品製造

業） 

輸配送・卸売工程 ※食品製造業 

・PB品の売れ残り（食用油脂加工業） 

 

※食品卸売業 

・検品抜取及び営業用サンプル、展示会廃棄品等（食料・飲料卸売業（飲

料を中心とするものを除く。） 

・西日本豪雨による交通網遮断や、北海道胆振地震による停電の影響（牛

乳・乳製品製造業、その他の畜産食料品製造業） 
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小売店舗 ・調理具材（各種食料品製造業） 

・お客様の食べ残し等（各種食料品製造業） 

飲食店舗 ※売れ残り 

・回転すしのレーン売れ残り（食堂・レストラン（麺類を中心とするも

のを除き、すし店を含む。） 

・ブッフェ料理の未消費分（旅館業） 

・販売するフードの売れ残り（喫茶店） 

 

※消費時間超過分、規格外品等、販売できないもの 

・消費時間超過分（食堂・レストラン（麺類を中心とするものに限り、

そば・うどん店を含む。） 

・規格外品（ファーストフード店） 

 

※検体品 

・閉店時まで陳列している商品（ファーストフード店） 

・検体品（ファーストフード店） 

 

 

（３）食品廃棄物等の可食部削減に有効と考えられる取組（減少要因） 

食品廃棄物等の可食部削減に有効と考えられる取組について、平成 29年度の調査におけ

る「食品ロス削減に向けた取組」を参照し作成した選択肢による選択方式（複数回答可）

で回答を求め、表 2-10のとおり集計を行った。また、「その他」の回答についても、表 2-11

に業種別にとりまとめた。分析結果は次のとおり。 

食品製造業は、他の業種と比べて、「計量・見える化」「歩留まりの改善」「生産計画の改

善」への回答割合が高く、特に「歩留まりの改善」は 71.2％となっている。 

食品卸売業では、「賞味期限・消費期限の延長、年月表示化」が 50.0％、「販売方法の改

善」が 41.7％、「生産計画の改善」が 38.3％と回答割合が他項目に比べて高くなっており、

そのほか「輸送の改善」、「歩留まりの改善」、「フードバンク活動の活用・子ども食堂への

寄付」においても 30％程度の回答があった。 

食品小売業では、「販売方法の改善」が 68.9％、「賞味期限・消費期限の延長、年月表示

化」が 66.5％、「生産計画の改善」が 53.3％、「消費者の啓発」47.3％と 4つの取組におい

て 40％～70％程度と特に割合の高い結果となった。 

外食産業は、「食べ残しの削減」が 75.1％と突出して多くなっており、そのほかの取組に

ついてはすべて 50％以下と、回答に顕著な傾向が見られた。 

取組別にみると、「賞味期限・消費期限の延長、年月表示化」は外食産業以外の 4業種に

おいて約 50％～60％、外食産業においても 30％程度と業種にかかわらず効果的な取組だと

考えられていることがわかった。 
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表 2-10 食品廃棄物等の可食部削減に有効と考えられる取組（減少要因） 

  
食品産業計 食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業 

1,305 100.0% 857 100.0% 60 100.0% 167 100.0% 221 100.0% 
ＩＳＯ、ＴＰＭ、

ＱＣなどの環境マ

ネジメント活動 
338 25.9% 281 32.8% 9 15.0% 29 17.4% 19 8.6% 

計量・見える化 432 33.1% 299 34.9% 11 18.3% 46 27.5% 76 34.4% 
生産計画の改善 630 48.3% 451 52.6% 23 38.3% 89 53.3% 67 30.3% 
歩留まりの改善 747 57.2% 610 71.2% 19 31.7% 55 32.9% 63 28.5% 
販売方法の改善 474 36.3% 238 27.8% 25 41.7% 115 68.9% 96 43.4% 
賞味期限・消費期

限の延長、年月表

示化 
642 49.2% 425 49.6% 30 50.0% 111 66.5% 76 34.4% 

消費者の啓発 339 26.0% 170 19.8% 17 28.3% 79 47.3% 73 33.0% 
新商品・用途の開

発、販路の開拓 
245 18.8% 175 20.4% 11 18.3% 22 13.2% 37 16.7% 

輸送の改善 142 10.9% 101 11.8% 21 35.0% 10 6.0% 10 4.5% 
食べ残しの削減 329 25.2% 117 13.7% 4 6.7% 42 25.1% 166 75.1% 
持ち帰り・ドギー

バッグの推進 
123 9.4% 51 6.0% 0 0.0% 17 10.2% 55 24.9% 

フードシェアリン

グの活用 
99 7.6% 61 7.1% 2 3.3% 18 10.8% 18 8.1% 

フードバンク活動

の活用・こども食

堂への寄付 
271 20.8% 165 19.3% 19 31.7% 58 34.7% 29 13.1% 

その他 68 5.2% 54 6.3% 5 8.3% 3 1.8% 6 2.7% 
特段、食品ロス削

減に有効な取組は

ない 
21 1.6% 14 1.6% 3 5.0% 2 1.2% 2 0.9% 

無回答 16 1.2% 6 0.7% 3 5.0% 3 1.8% 4 1.8% 

 

表 2-11 食品廃棄物等の可食部削減に有効と考えられる取組（減少要因）の「その他」 

 その他の具体的記述 

食品製造業 ※製造工程での設備由来のロス削減に係る取組 

・機械トラブル等の削減（牛乳・乳製品製造業） 

・設備予防保全による製造トラブルの軽減（その他の調味料製造業、レトルト食品

製造業） 

・不適合品発生原因のトラブル等削減（冷凍調理食品製造業） 

・製造機器のメンテナンス、更新（めん類製造業） 

・機器類の洗浄の徹底等（冷凍調理食品製造業） 

・設備の更新（その他の畜産食料品製造業、その他の調味料製造業） 

・製造設備の変更・改善等（しょうゆ製造業、菓子製造業、豆腐・油揚製造業、冷

凍調理食品製造業、他に分類されない食料品製造業） 

・製造・加工技術の向上（野菜漬物製造業、豆腐・油揚製造業） 

・原料処理の改善と酵素剤の使用（しょうゆ製造業） 

・自動化による作業ミス削減（牛乳・乳製品製造業） 

・破卵の削減（その他の畜産食料品製造業） 

・設備の定期点検、帳簿の保存、マニュアルの作成、従業員への指導（水産練製品

製造業） 

 

※製品の品質規格基準の見直し 
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・品質規格基準の見直し（野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業（野菜漬物

を除く。）） 

・製品形状等、衛生・食味上影響のない規格の緩和（菓子製造業） 

 

※端材削減に向けた取組 

・端材の更なる活用（部分肉・冷凍肉製造業） 

・可能なものは再加工（食用油脂加工業） 

・餃子皮を丸型ではなく四角型にする（めん類製造業） 

 

※原材料の仕入れ段階での取組 

・キャパオーバーの仕入れによる保管管理ミス削減（その他の畜産食料品製造業） 

・原材料の仕入見直し（塩干・海藻品製造業） 

・受注予想の精度向上（菓子製造業） 

 

※輸配送・卸売工程以降の関係者の協力が必要な取組 

・納入期限の延長、1/3 ルールの見直し（牛乳・乳製品製造業、しょうゆ製造業、

その他の調味料製造業、菓子製造業、レトルト食品製造業、清涼飲料製造業（茶、

コーヒー、果汁など残さが出るものに限る。）、清涼飲料製造業（その他）） 

・流通側における発注リードタイムの改善（パン製造業、豆腐・油揚製造業） 

・発注単位・発注リードタイムの調整（パン製造業） 

・販売店の受注時間を柔軟化（めん類製造業） 

・量販店による前日発注の是正（パン製造業、菓子製造業） 

・コンビニエンスストアにおける商品切替方法見直し（その他の調味料製造業） 

・一連での温度管理（他に分類されない食料品製造業） 

・サプライヤー監査･指導、製造トラブル是正確認（ソース製造業、その他の調味

料製造業、レトルト食品製造業、他に分類されない食料品製造業） 

食品卸売業 ・加工品への商品化（ミンチ、ぎょうざ、ハンバーグ等）（食肉卸売業） 

・品質管理強化により不良製品を発生させないこと（食料・飲料卸売業（飲料を中

心とするものに限る。）） 

・発注の精度向上（食料・飲料卸売業（飲料を中心とするものを除く。）） 

・社内で消化（食料・飲料卸売業（飲料を中心とするものを除く。）） 

食品小売業 ・フードポスト（各種食料品製造業） 

・客数予測の精度を上げ、それに応じた商品の仕入れ（各種食料品製造業） 

・仕入の調節・個単位での発注（各種食料品製造業） 

外食産業 ・来客予測精度ｕｐ（食堂・レストラン（麺類を中心とするものを除き、すし店を

含む。）、持ち帰り・配達飲食サービス業（給食事業を除く。）） 

・テイクアウトメニューの開発（食堂・レストラン（麺類を中心とするものに限り、

そば・うどん店を含む。）） 

・仕入れ精度の改善、最終陳列ルールの変更（喫茶店） 

・販売計画の改善（その他の喫茶店（ファーストフード店を除く。）） 

・半製品の使用（旅館業） 

 

（４）食品廃棄物等の可食部の削減が困難なもの（増加要因） 

食品廃棄物等の可食部の削減が困難なものについて、平成 29年度の調査における「食品

廃棄物等として発生する可食部の量の削減が困難なもの」を参照し作成した選択肢による

選択方式（複数回答可）で回答を求め、表 2-12 のとおり集計を行った。また、「その他」

の回答についても、表 2-13に業種別にとりまとめた。分析結果は次のとおり。 
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食品製造業では、製造工程での「加工・調理時のロス」が 56.1％、「検査・保管サンプル

のロス」が 58.1％とともに 50％を超えており、双方同程度に可食部の削減は困難となって

いる。 

食品卸売業では、輸配送・卸売工程の中で「返品によるロス」「輸送時のロス」への回答

割合が 30％程度と他の選択肢と比べ高めの割合となっているが、突出した割合の選択肢は

ない。 

食品小売業では、小売店舗での「保管・販売時のロス」と回答した割合が 55.7％と特に

高くなっており、そのほか小売店舗での「仕入時のロス」、「加工・調理時のロス」でもほ

かの選択肢と比較して高めの結果が出ている。 

外食産業では、（３）食品廃棄物等の可食部削減に有効と考えられる取組（減少要因）で

の分析結果と同様、飲食店舗での「食べ残しによるロス」が 71.5％と突出して高い割合と

なっており、食べ残しの削減に関する取組の有効性と困難さがともに高いという結果とな

った。 

 

表 2-12 食品廃棄物等の可食部の削減が困難なもの（増加要因） 

 

食品産業計 食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業 

1,305 100.0% 857 100.0% 60 100.0% 167 100.0% 221 100.0% 
（原材料）仕入時

のロス 
292 22.4% 245 28.6% 19 31.7% 17 10.2% 11 5.0% 

（原材料）保管時

のロス 
185 14.2% 153 17.9% 8 13.3% 11 6.6% 13 5.9% 

（製造工程）加

工・調理時のロス 
524 40.2% 481 56.1% 11 18.3% 13 7.8% 19 8.6% 

（製造工程）検

査・保管サンプル

のロス 

543 41.6% 498 58.1% 11 18.3% 14 8.4% 20 9.0% 

（輸配送・卸売工

程）仕入時のロス 
94 7.2% 75 8.8% 11 18.3% 4 2.4% 4 1.8% 

（輸配送・卸売工

程）返品によるロ

ス 

182 13.9% 155 18.1% 20 33.3% 5 3.0% 2 0.9% 

（輸配送・卸売工

程）輸送時のロス 
177 13.6% 145 16.9% 19 31.7% 7 4.2% 6 2.7% 

（小売店舗）仕入

時のロス 
88 6.7% 18 2.1% 1 1.7% 66 39.5% 3 1.4% 

（小売店舗）商品

陳列時のロス 
53 4.1% 17 2.0% 2 3.3% 30 18.0% 4 1.8% 

（小売店舗）保

管・販売時のロス 
156 12.0% 37 4.3% 5 8.3% 93 55.7% 21 9.5% 

（小売店舗）加

工・調理時のロス 
78 6.0% 17 2.0% 1 1.7% 52 31.1% 8 3.6% 

（飲食店舗）仕入

時のロス 
45 3.4% 5 0.6% 1 1.7% 2 1.2% 37 16.7% 

（飲食店舗）保

管・販売時のロス 
73 5.6% 4 0.5% 2 3.3% 4 2.4% 63 28.5% 

（飲食店舗）加

工・調理時のロス 
85 6.5% 9 1.1% 0 0.0% 3 1.8% 73 33.0% 

（飲食店舗）検

査・保管サンプル

のロス 

79 6.1% 11 1.3% 0 0.0% 4 2.4% 64 29.0% 
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（飲食店舗）返品

によるロス 
46 3.5% 12 1.4% 0 0.0% 3 1.8% 31 14.0% 

（飲食店舗）食べ

残しによるロス 
182 13.9% 16 1.9% 1 1.7% 7 4.2% 158 71.5% 

（全工程）その他 24 1.8% 20 2.3% 2 3.3% 0 0.0% 2 0.9% 
無回答 125 9.6& 68 7.9% 9 15.0% 25 15.0% 23 10.4% 

  



22 

 

（５）可食部・不可食部の考え方に対する意見 

 今般の別紙「食品廃棄物等のうち可食部・不可食部の考え方について」への意見として、

業界固有の事情を踏まえた考え方の提示を求める意見、検査・サンプル品等、食品衛生上

の観点から廃棄せざるを得ないものは不可食部にすべきとの意見等が挙げられた。 

 

表 2-13 別紙「食品廃棄物等のうち可食部・不可食部の考え方について」への意見等 

◎可食部・不可食部の考え方に対する意見 

※業種固有の事情を踏まえた考え方の提示を求める意見 

・副産物であるホエーに関して、一部を養豚施設へ売却している。ホエーの増減は製品製

造の増減によって変化するため、削減することは経済の発展に反していると考えます。 

少なくとも、有価物として売却している食品廃棄物は食品ロス（食品リサイクル法上の

食品廃棄物）の算入から除外していただきたい。（牛乳・乳製品製造業） 

・「食品廃棄物等」の「等」は有価物を指すものと理解しているが、排水処理されるものを

含めるか、明示してほしい。（牛乳・乳製品製造業） 

・廃棄した量のうち、不可食部の量を推計できる場合には除算できるとされているが、反

対に濃縮物（濃縮果汁、インスタントコーヒー）を 廃棄する際には、現物の重量を報

告して良いか。それとも、「飲食することが出来た食品の量」に換算すべきか、確認した

い。（牛乳・乳製品製造業） 

・「２．（２）その他の共通事項」に判断基準があるが業種によって様々なとらえ方ができ

てしまうので集計が難しい。（その他の畜産食料品製造業） 

・大豆を原料として、こうや豆腐・生豆腐の製造・販売を行なっており、発生する「生お

から」（可食部）は２，９５６ｔ（年間）。そのままだとすぐに細菌類が増えて食品とし

て利用できないため、連続的に全量乾燥し、（減量分：１９３０．２ｔ）乾燥後は食品用・

牛やブタの飼料用、きのこの培地用、肥料用等に販売しております。おからは確かに豆

乳を抽出した残渣ではありますが、利用可能な有用資源であり、食品廃棄物として分類

されるのは、おかしいように思われます。（豆腐・油揚製造業） 

・豆腐の製造に伴い発生するおからについて、現在食品ロスとされていますが、豆腐の製

造量と比較し、おからの食品としての需要が極端に少ないため、全てを食品として販売

することは困難です。現在は飼料化して販売しており、飼料化して販売した量の一部で

も、食品ロスとしての集計から除外を検討頂きたいです。（豆腐・油揚製造業） 

・弊社の製造工場から排出される食品廃棄物等は、全て可食部に該当すると考えられます

が（P.3の（２）①イ「もともと食べられる状態にあったものが、何らかの理由で食用に

適さなくなった場合」に該当すると考えております）、その大部分が問１－⑥の 18.に記

載したように製造に付随して必ず発生するものです。製品品質、製品安全上どうしても

食用に転用することができない部分となります。しかしながら、製造上食品として適さ

ないもの（例．）製造開始時に発生する生地やアレルゲンのコンタミした粉）は製品そし

て使用することが極めて困難なため「可食部」とみなすことは極めて困難と考えます。（他

に分類されない食料品製造業） 

・食品廃棄物等の不可食部のうち、廃棄されずに別の食品の加工原料、加工用材として用

いられるものは、可食部に分類すべきだと考える。（例）糠漬けの原料となる糠（清酒製

造業） 

・本来食べられるべきだった食品が廃棄されていることを問題視し、食品ロスがどれくら

い出ているのかを調査しているのであれば、仕入時にすでに腐敗等により食用に供する

ことのできなかった食品を可食部と判断することにいささか疑問を感じる。（野菜卸売

業・果実卸売業） 

 

※検査・サンプル品は不可食部にすべき、との意見 

・「新製品導入に伴う機械動作テストに用いた製品」については、生産機器の動作確認を目
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的としており、食用とせずお客さまに供給しないことを前提に製造しているため、不可

食部として扱いたい。（牛乳・乳製品製造業） 

・工場での製造工程上どうしても商品にならない可食部が発生します（サンプル、設備に

関係する物）。理由として良い商品を消費者の方に提供する為に最位限必要な事です。こ

の様にどうしても発生する可食部の部分を不可食部にする事を御検討して頂く事は可能

でしょうか。（牛乳・乳製品製造業） 

・（２）①イ－例に「鶏レバーは食品にする前提で…「可食部」と言う考え方であれば、検

査・保管サンプルは「廃棄」する前提で生産しているので「不可食部」にすべき。消費

者の安全・安心のためのサンプルを、「食用に供されずに廃棄」＝食べられるのにすてた

＝もったいない…と食べ残し等と同等に扱われるのは食品製造業者として怒りが込み上

げてくる。（冷凍水産食品製造業） 

・加工ラインからの落下物は現状可食部にあたるが、加工残さを可食部と不可食部に分類

して把握することはできないため、可食部に分類することは不適当。現状では検疫違反

品等も可食部に分類されるが、これらは食品衛生法等で不可食と判断されているため、

可食部に分類することは不適当。（その他の水産食料品製造業） 

・ISO 関連を取得していると品質や食品安全に対する考え方と食品ロス削減が相反するよ

うに思えます。 (例：ラインテストで製造した商品は市場に出回らず、大半が廃棄にな

る等)（レトルト食品製造業） 

 

※事故品、規格外品は不可食部にすべき、との意見 

・食べ残しや事故品を可食部と考えることは、無理があると思う。事故品等は飼料化、肥

料化できないものもあり、それらを可食部として集計した結果、データをどのように使

用するのか、意味が分からない。（野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業（野菜漬

物を除く。）） 

・事故品について、例えばプラ片や金属片等の異物混入疑いのある物を、可食ととらえる

のはどうなのかと思う。餡を裏ごしする時に使用する金属メッシュが欠けると、当然そ

のロット分は廃棄します。それは可食なのでしょうか？（菓子製造業） 

・規格外品が可食部となっているが、品質面の不具合により健康被害を及ぼすものや、賞

味（消費）期限切れでメーカーとして安全性を担保出来ないものを廃棄する場合は不可

食部に分類したほうが良いと考えられる。（他に分類されない食料品製造業） 

 

※考え方に対する意見、提案 

・定義にある魚・肉の骨は不可食部に該当するが、飼料（食品リサイクル）などに出来る

ことから外しても良いと思う。不可食というのは完全にどうしようもなく廃棄する物に

限定したほうが良い。（各種食料品製造業） 

・食品廃棄物等の不可食部のうち、廃棄されずに別の食品の加工原料、加工用材として用

いられるものは、可食部に分類すべきだと考える。（例）糠漬けの原料となる糠（その他

の調味料製造業） 

・業種、食品の摂取方法(生食、加熱後食、保存食)により、廃棄率(可食部、不可食部の実

際の考え方)が大きく異なると考えます。日本食品標準成分表の廃棄率との乖離が大きく、

ロスの内訳の把握は難しいので、外に業種別の廃棄率指標が有ればと思います。（他に分

類されない食料品製造業） 

 

※その他、可食部・不可食部の考え方がわかりづらいとの意見 

・可食部の定義が明瞭でない様に思えます。（明らかに可食部であっても需要がなければ廃

棄せざるをえないものもあるのではないかと思います。）（肉加工品製造業） 

・弊社の食品ロスは、農産物の小分け時に取り除く規格外品が主なため、どこまでを可食

部とするか判定しにくいです。（他に分類されない食料品製造業） 

  




